
千代田町中心拠点地区の再開発・清掃施設の広域化など

市民意見を尊重し、暮らし最優先に転換を

　議会最終日、保育料半額助成の条例改正案が、賛成11人（共
産党市議団、まえばし市民クラブ、前橋豊輪他）反対26人（前
橋高志会、前橋令明、公明党市議団他）で否決される異例
の事態となりました。
　本条例案では０歳から２歳までの子どもの保育料、第１
子半額助成を実施するため、初年度は９月から開始分の予
算２億１千万円を計上、対象となるのは住民税課税世帯の
子どもです。非課税世帯は、すでに無料となっています。
通年実施では、３億６千万円です。
　党市議団は、「本来は国が実施すべきです
が、子どもを産み育てやすい社会にするこ
とは、現在および将来の前橋にとっても重
要な課題であり、新年度から小学校給食費
の無償化が国の制度となり８億2682万円の
財源の裏付けもあります。
　この間も、長い間市民の皆さんと署名運動などに取り組
み、18歳までの医療費無償化、学校給食費の無償化を実現
できました。保育料の完全無償化は県内でも、渋川市、み
どり市、甘楽町、下仁田町などが実現しています、本市で
も実施すべき」と、賛成討論を行ないました。なお、保育
料無償化部分の新年度予算は保留となりました。
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０
３
５
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。
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独
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。
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。
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０
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２
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縮
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０
億
円
は
超
え
な
い
と

述
べ
て
い
ま
す
。
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。
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と
、
求
め
ま
し
た
。

　
市
長
は
「
事
業
を
見
直
し
て
進
め
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い
く
」
と
、答
弁
し
ま
し
た
。
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一
方
、
市
民
か
ら
は
「
テ
ル
サ
は
約
40
万
人
以
上
の
利
用
で
、
中

心
街
の
に
ぎ
わ
い
が
あ
っ
た
。
テ
ル
サ
こ
そ
再
開
し
て
ほ
し
い
」と
、

市
当
局
の
解
体
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針
に
批
判
が
広
が
っ
て
い
ま
す
。
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議
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、
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も
に
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き
続
き
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ル
サ
の
存
続
・
再
開
に
取
り
組
み
ま
す
。

子育て世代の願いに背を向ける！他の会派が
０～２歳児保育料半額助成の条例改正案を否決

市立小中学校の統廃合を進める一方で
再開発では私立の義務教育学校に49億円投入
　前橋市は市立小学校10校、中学校３校を対象校とし、新年度中
に各学校関係者による適正規模適正配置地区委員会を４回開催し
て、統廃合の是非の結論を出す方針です。統廃合計画は、公的施
設の統合による財政の縮減も大きなテーマになっています。
　一方で、千代田町再開発では私立の共愛学園の義務教育学校に
は、49億円を市財政から支出して建設する計画です。
　市民からは、「前橋市の公立の学校を支援することこそ優先され
るべきではないか。なぜそんな莫大な支援ができるのか」と疑問
の声が高まっています。

　３月３日から26日まで第１回定例市議会が開かれました。
党市議団は、物価高対策や莫大な財政支出を伴う再開発の見
直しを求めて奮闘しました。

物価高対策をさらに進め市民の暮らしを守れ
　党市議団は、市民への暮らし支援のため、物価高騰対策の強化を
繰り返し求めてきました。国の物価高騰対策重点交付金で、市民全
員（32万７千人・15万8500世帯）を対象に１人3000円の給付金
支給、水道料金の減免（６月から９月検針分の４か月分の基本料金）
の免除。高齢者施設及び介護施設、障がい者施設、病院・有償診療
所、農業者向け支援などが実現しました。
　更に今、アメリカとイスラエルによるイラン攻撃の影響で、燃油
の高騰や日用品の値上げなどが市民生活を直撃しています。
　党市議団は、市民への給付金支援額の増額、上下水道料金の減免
期間の延長、中小企業や農業者への支援、介護事業所への支援など
を求めています。今後も全力を尽くす決意です。

赤
城
南
面
千
本
桜

第１回定例
市議会報告

無料法律・生活相談
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国
保
税
が
昨
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に
続
き
、
今
年
も
引
き
上
げ
に
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り
ま
す
。
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０
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で
す
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子
ど
も
子
育
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援
法
に
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づ
く
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ど
も
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て

支
援
金
の
徴
収
が
始
ま
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
３
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に

わ
た
り
順
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え
ま
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。
国
は
、
少
子
化
対

策
の
財
源
3.6
兆
円
を
確
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す
る
た
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、
社
会
保
障
費

の
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と
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療
保
険
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う
と

し
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す
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党
市
議
団
は
「
子
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て
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援
の
拡
充
は
国
が
公
費

で
行
う
べ
き
。
保
険
料
の
上
乗
せ
で
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民
に
負
担
を

強
い
る
こ
と
は
問
題
」
と
述
べ
、「
均
等
割
の
軽
減
や

低
所
得
者
へ
の
独
自
減
免
を
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り

入
れ
で
行
い
、
市
民
の
暮
ら
し
を
守
る
べ
き
」
と
求

め
ま
し
た
。

物価高騰から市民の暮らしを守り、切実な声に応えよ

借金（市債）依存の産業立地政策は問題
　前橋市は企業立地推進課を新設し、産業団地の整備を推
進しようとしています。優良農地を潰し、産業用地整備の
大型開発を続ける産業政策は問題です。新年度は駒寄ス
マートIC産業団地と大前田樋越産業団地の造成に約12億円
の市債を発行する予定で、2026年度末の市債残高の見通
しは51億9000万円に上ります。
　党市議団は「産業団地開発のため、財源が足りなければ
一般会計を特別会計に繰入れし続けることは問題。資本力
のある県外企業に莫大な補助金や固定資産税などを優遇し
ながら、正規雇用や地域への経済波及効果、市内事業者へ
の発注実績など効果検証が明らかではない。市内の中小企
業支援に軸足を置いた産業政策に転換すべき」と指摘しま
した。

自衛隊に若者の名簿を勝手に提供しないで！
　いま国は前橋市に対し、自衛官募集への協力要請を強め
ています。昨年度、本市は6035人分（対象18歳と22歳）
の若者の名簿を提供しています。
　党市議団は「本人同意や市民の情報提供がないまま名簿
を提供することは個人情報
保護やプライバシーの侵害
で問題」と質問し、市当局
は「市民の申請により名簿
提供の対象から外す除外申
請を検討している」と答弁
しましたが、名簿提供の中
止を求め今後も頑張ります。

学校施設の無料開放の継続を
　前橋市は、ソフトバレーやバウンドテニスなど地域のスポー
ツ団体に、学校体育館などを無料で貸し出してきました。施
設使用料を原則有償化し、利用団体約830のうち、600団体
で新たに施設や照明の使用料負担が発生
します。「子どもから高齢者まで参加し
ているのに、活動回数を減らすことにな
る」と怒りの声が多くの団体から上がっ
ています。
　党市議団は、市民の健康増進や交流を
支える学校施設使用料の有料化の撤回を
引き続き求めていきます。

日本共産党前橋市議団提出の意見書への各会派の賛否� （　）内の数字は会派の人数。議長は数に含まず。

高齢者への見守り配食サービスの改善を
　健康の基本は食事であり、とりわけ高齢者にとって命
に関わる問題です。民間の事業者に対し、一定の要件の
もとで1日２食、週７日利用でき、500円以上の弁当に
250円から350円が補助されます。
　党市議団は「介護保険の利用の有無に関わりなく、い
つでも配食サービスを利用できるように改善すべき」と
求めました。

加齢性難聴への支援の強化を
　70代後半で２人に１人が何らかの難聴があると言われ
ています。早期に難聴を発見し、補聴器を装着すること
で認知症予防や医療費抑制につながります。前橋市は、
65歳以上の非課税世帯を対象に上限25000円の補聴器購
入補助を実施しています。
　党市議団は「加齢性難聴の早期発見のため、国保健診
に聴覚検査を実施するとともに、対象を課税世帯に広げ、
補助額を増やし制度の拡充を」と求めました。

介護保険料、利用料の負担軽減を
　介護保険制度が始まって26年が経ちましたが、介護保
険料の負担増や給付削減により高齢者と家族を苦しめて
います。介護報酬は2.03％プラス改定されますが、支援
が急がれる訪問介護の基本報酬は変わりません。
　党市議団は「基本報酬の引き上げを国に求めるべき。
本市独自でも介護事業所への支援や介護保険料、利用料
の負担軽減を実施すべき」と求めました。

件　　　名 共産党
（４）

前橋
高志会
（９）

前橋
令明
（９）

公明党
（４）

まえばし
市民クラ
ブ（３）

前橋
豊輪
（３）

七星
（１）

なな
いろ
（１）

無所属
の会
（１）

暁鐘
（１）

無所属
クラブ
（１）

通称使用の法制化を中止し、選択的夫婦別姓の法制化を求める意見書（案） 〇 × × 〇 〇 × × 〇 × × ×

非核三原則の堅持を求める意見書（案） 〇 × × × 〇 × × 〇 × × ×

憲法改正の発議をしないよう求める意見書（案） 〇 × × × × × × × × × ×

高市首相による「台湾有事は存立危機事態」発言を撤回し、
日中関係の改善へ努力を求める意見書（案） 〇 × × × × × × 〇 × × ×

ＯＴＣ類似薬の保険適用除外を行わないことを求める意見書（案） 〇 × × × 〇 × × × × × ×

農業を再生し食料自給率の向上を抜本的に高めることを求める意見書（案） 〇 × × × 〇 × × 〇 × × ×


